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『商学研究科紀要』投稿要領（学生用） 

 

２０００年 ４月２６日改訂 

２００１年１１月１６日改訂 

２００３年 ５月２８日改訂 

２００８年 ５月２１日 改訂 

２０１２年 １月１８日 改訂 

２０１２年 ３月７日 改訂 

２０１３年 ３月６日改訂 

２０１４年 ７月 ９日 商学研究科運営委員会改訂 

２０１７年 ５月１７日 商学研究科運営委員会改訂 

２０２０年 ２月 ５日 商学研究科運営委員会改訂 

２０２０年 ７月 １日 商学研究科運営委員会改訂 

２０２１年１２月１５日 商学研究科運営委員会改訂 

２０２４年 １月２４日 商学研究科運営委員会改訂 

２０２６年 ２月 ４日 商学研究科運営委員会改訂 

 

 

Ⅰ．投稿要件 

1. 大学院商学研究科主催の学生研究発表会（年２回開催）において発表した内容にもとづく論

文とする。なお、未公刊かつ他の学術雑誌等に投稿中でない論文に限る。 

2. 投稿希望者は発表会終了後指定された期日までに、投稿申込を行い、指導教員もしくは商学

研究科所属の専門科目担当教員による所見書（所定書式）を添えて原稿を提出することとす

る。 

3. 投稿された論文は商学学術院の常勤教員等による査読を経て、「掲載に価する」と評価された

ものについてのみ掲載する。なお、掲載された論文の著作権は、大学院商学研究科に帰属す

る。 

4. 「研究発表→投稿」のプロセスはその都度踏むこととし、投稿のみ次号に持ち越すことはで

きない。次号への投稿を希望する場合は、次回学生研究発表会での発表を行うこととする。 

5. 商学研究科紀要において過去に掲載不可とされた原稿は投稿できない。 

6. 投稿された論文が、編集委員会の議を経て、剽窃その他不正行為と認定された場合、認定さ

れた日より最大で１年間、当該学生による商学研究科紀要への投稿を禁止する。 

7. 2021 年度以降入学者については休学中の学生は投稿できないものとする。 

 

Ⅱ．形式 

原稿サイズ・文字数・行数 

原稿はＡ４・横書き、４０字×３４行（１頁１，３６０字）で作成すること。 

原稿枚数制限 
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原稿（図表、注、参考文献を含む）は２０頁以内とする。 

原稿提出方法 

データを提出すること。 

表記方法に関する特殊な指定等は、赤字で記入したものを提出すること。 

 

要旨 

本文に先立ち、要旨を 400 字以内で入れること。 

注 

表記は脚注形式とすること。 

注番号は右肩に（ ）（両カッコ）で記入すること。 

参考文献・資料 

著者名のアルファベット順に示すこと（「修士論文作成の手引き」を参照）。 

図表 

図表等については、原稿に挿入する場所を指示すること。 

図表等については、原稿提出時にレイアウトイメージとあわせて刷り上がり時の希望サイズを指

示すること 

例）  図１：縦１０cm×横１３cm 

    表１：縦１５cm×横１０cm 

改頁不可のものは、その旨を明記し、あらかじめ改頁不要な場所に配置すること。 

 

Ⅲ．印字ポイント 

原則として完成時の印字ポイントは下記のとおりとする。 

＜本文（注・参考文献含む）＞ 

区分 サイズ・フォント 配置等 

主題（タイトル） １６ポイント／明朝 センタリング 

副題（サブタイトル）  ９ポイント／明朝 センタリング(前後を”―”で囲む) 

執筆者名 １２ポイント／明朝 右寄せ 

本文  ９ポイント／明朝 左寄せ 

節 １２ポイント／ゴチック センタリング 

項（節内の小見出し） １０ポイント／ゴチック 左寄せ 

注・参考文献  ８ポイント／明朝 左寄せ 

注・参考文献見出し  ８ポイント／ゴチック 左寄せ 

注１）節・項の区切りの部分では１行スペースを入れること。 

注２）欧文は基本的に Times New Roman とするが「節」「項」「注・参考文献見出し」は Arial と

する。 

＜図表＞ 

区分 サイズ・フォント 配置等 

見出し  ８ポイント／ゴチック センタリング 

データ  ８ポイント／明朝 執筆者指定どおり 
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注・出所  ７ポイント／明朝 左寄せ 

単位等  ７ポイント／明朝 執筆者指定どおり 

注）図表のサイズによっては変更されることもある。 

 

 

Ⅳ．校正 

提出された原稿は、誤字・脱字を除き、改変することはできない。 

執筆者による校正は二校までとする。三校以降は責了とする。校正戻しの期間は初校の場合１週

間以内、二校の場合４日以内とする。 

以  上 

 

 投稿申込受付・原稿提出受付・査読結果通知・校正受け渡し等、紀要発行に関わる事務は大学

院商学研究科事務所にて行います。 


